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産業新潮１１月号原稿 
                                  大澤佳雄 

ポスト・コロナの「新常態」はアジアから 

 安倍首相退任のサプライズと日本の競争力強化 

 
本誌７月号に筆者はポスト・コロナの「ニュー・ノーマル（新常態）」に対応する日本の

課題を三点挙げた。 
① 当たり前のウイルス対策ができるようになることはもちろん、国を守る観点から自然災

害の大規模化への対応をはじめ、東アジアの地政学的危機へ備える必要があること。 
② 「世界で最も巨額」を謳ったコロナ禍緊急対策補正予算は年度当初の一般予算の半分に

相当する大盤振る舞いで財源は国債の増発に頼るしかなく、次世代につけが回る借金が
増えたことに外ならない。「財政再建」の課題解決はさらに難しく、重いものとなった
ことを覚悟すべきで、国、地方ともども財政収支を抜本的に見直す必要がある。 

③ 社会や事業モデルのデジタル化に関しては、民間のテレワーク、教育のオンライン化な
ど泥縄ともいえる対応がなされ、クラウド時代のツールの活用が始まった。デジタル・
トランスフォーメーション（以下 DX）の意味することがようやく理解され始めたが、
企業はもちろん公共サービスにおいても、ビジネス・モデルを組み替えて「新しい価値
創造」としてデジタライゼーション・ネットワークを構築し、ビッグ・データの活用を
も早急に進めるべきであること。 

いずれも、これまでは危機感の乏しい「日本モデル」「日本的アプローチ」が正当化され、

先送りされてきたコロナ禍以前からある課題
、、、、、、、、、、、、

ばかりである。 
 
安倍首相辞任というサプライズ 
 安倍首相の在任期間は憲政史上最長となったが、アベ型官邸主導体制もコロナ禍という
異常事態への対応に、ほころびばかりが目に付いてくる状況に陥っていた。長期政権通有の
ことではあるが内閣発足当初にあった経済・社会メカニズムのモデル改革への意欲はすっ
かり失われ、コロナ・ウィルス感染検査体制一つをとっても、強固な在来体制の変更に手間
取るばかりであった。安倍氏はこれはという後継者候補がいなかったため来年末の任期後、
さらなる「再選」さえ噂されていたが、持病悪化による突然の退任というサプライズを残し
て長期政権の幕を閉じた。安倍政権は外交とデフレ心理の払拭の二点においては歴代政権
には見られなかった成果があったと認められるものの、国の借金は増える一方、ニッポンの
潜在的ポテンシャルを引き出すような経済力基盤（戦時成長力の引き上げ）強化に関しては
全く進展が見られなかった。不思議なことに退陣後の世論調査では異例の高支持率を上げ
たが、去り際が美しいとすべてを許す国民的な風土のなせる業と理解したい。 
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新たなる与件、実務派菅氏の登場 
「一強」後の後継選びは本来大変難しいものであるが、異常時下でもあり、極めて穏当に

実務派の菅義偉官房長官が次期首相として選出された。菅氏はアベノミクス路線の踏襲を
約しているが、安倍政権が果たし得なかった競争力強化に注力すべきことは承知しており、
失態というべき加計、森友問題、桜を見る会などについても、官房長官として政権を守り抜
くという強固な姿勢を崩さなかったが、政権のトップとして「やってはいけないこと」を熟
知しているといってよい。 
「忖度問題」などを招いた人事問題についても、菅氏は 
総裁選挙直前の微妙な時期に「私たちは選挙で選ばれている。何をやると決めたのに反対

するのであれば異動してもらう」と明言した。海外では政権が変われば上級官僚は交代する
ことになっている国も多く、非効率な縦割りの行政組織に横ぐしを入れるために、当たり前
のことを言ったまでのことではあるまいか。 
また菅氏は自民党総裁に選出された直後に政策の中心課題として「規制改革」を上げた。

日本の高度成長終焉後、歴代首相がスクラップ・アンド・ビルドを叫んでも、容
かたち

ばかりの

民営化などはともかく、縦割りの官僚組織に阻まれ、新しい価値を生む経済効果のある規制
緩和は殆ど進まなかった。声高に規制打破を訴えた小泉首相時代にもはかばかしい進展は
見られなかったし、安倍政権の規制改革は殆ど「戦略特区」でお茶を濁すばかりであった。
しかしながら今回は官僚人事に対する明確なスタンスが示された上で、改革プランの策定

の指示が下れば、管掌する業界の当面の
、、、

利益を代弁してきた官僚機構の行政プロセスがコ
ペルニクス的な転回をする可能性も秘めている。日本の高度成長期、あるいは成熟後‘８０
年代の公社・公団の民営化プロセスに見られたように、各省庁が「規制撤廃」のプランを企
てて推進することさえも考えられる。金融危機に見舞われた２０年ほど前に、不祥事の摘発
を経て大蔵省が解体され、新組織の金融庁（当初は金融監督庁）主導で規制撤廃が行われ業
界再編が推し進められたのだ。菅首相は携帯電話料金引き下げと地銀再編をきっかけに日
本経済の競争力強化を模索している。高度成長期に外資からの攻撃を守るために張り巡ら

された諸規制に胡坐をかいている産業界においても、今の日本で最も必要とされる「中国に
、、、

勝てる
、、、

国際競争力を打ちたてるための望ましい競争基盤」が現出する可能性が出てきたと
いえよう。 

 
コロナ禍の経済インパクトは戦後最悪に 
 本年度４－６月の日本の GDP は前期比マイナス７．８％（年率２７．８％）となり戦後
最悪のマイナス幅を記録した。コロナ・ウィルスの感染拡大が止まらない米、欧経済の落ち
込みはわが国以上で、特に EU 離脱の混迷も手伝ってか英国の落ち込みは年率でマイナス 
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５０％を超えるものとなった。一方、コロナ禍を早期の終息させた中国は前年同期比でもプ
ラス３．２％と成長軌道に復している。 
 中国（上海株式市場）の早期回復に力を得たこともあり、米，独そして日本の株価はコロ
ナ以前に近い水準までに回復を見せているが、世界的なカネ余り現象を反映していると理
解すべきであろう。中国以外の新型コロナ・ウィルス感染拡大基調に大きな変化は見られず、
人の動きを緩めれば直ちに次の波が襲ってくる状況であり、ワクチンの開発が早期に実現
したとしても中国並みの終息を求めることは不可能であることを覚悟すべきであろう。ポ
ストあるいはウィズ・コロナの「ニュー・ノーマル」の姿はまだまだ見えていないといって
よく、コロナ特需を除けば消費はもちろん事業活動も株式市場が楽観するほどには回復し
てはいない。 
 
経営思想の転換が求められる DX 
 先に挙げた DX に関しては、この１０年ないしは１５年のうちに米、欧、中国などの先進
企業が到達した水準までのキャッチアップが焦眉の急務である。先行するビジネス・モデル
は見えており進路を定めることは簡単そうに見えるが、難関は日本的な事業経営思想の転
換にある。日本企業においては「自前主義」「完璧主義」が蔓延しており、危ない橋は渡ら
ないばかりか、リスクをとって成功することを喜ばない性癖がある。コーポレート・ガバナ
ンス一つをとっても、欧米では経営者が誤ったことをするので外部の目を持ったガバナン
ス体制を敷いて「会社の公正な自治」を守ろうとしているのに対し、我が国では当局の旗振
りが先導したこともあり、経営者の怠慢や失敗を「未然に防ぐ」といった正反対ともいえる
意図を持っている。こうした本末転倒した日本的ガバナンス体制が存在することも手伝っ
て、不祥事を避けたいという意識ばかりがはたらくため、自社のシステム・ネットワークを
オープン化することなど全く考えられてこなかったとも言ってよい。クラウド・コンピュー
ティングの時代の安価で簡便なアプリケーションを、モジュールとして組み込んでいくこ
とが殆ど不可能な状況が続いている。また、社内の「システムの専門家」たちが抵抗勢力に
なっていることも大きな障害となっている。米、欧の先駆者たちが２０年以上前に経験した
「イノベーションのジレンマ」を克服できるのか、まさに「ニュー・ノーマル対応」に先行
する大きなチャレンジである。 
 
まだら模様の株価から経営戦略を探る 
 先に述べたごとく米、独、日の株価が堅調ではあるものの個々の銘柄に見ればまさにまだ
ら模様といってよく、コロナ特需を除けばデジタル関連がけん引力になっている。コロナ禍
急落銘柄に関しては復元力（レジリエンス）が高いとみられるグローバル企業には期待を込
めての株価回復が見られる一方、コロナ以前の段階においても来るべき時代の変化に対し
ての新しい経営戦略が描き切れていない２番手、３番手銘柄の停滞が著しい。 
米中の対立に加えてのコロナ禍はまさに第２次大戦後最大の危機であり、V 字回復は到
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底望めない。このような時こそ原点に回帰した競争力強化に踏み切るべきで、トップ・ライ
ン（売上）あるいはボトム・ライン（最終利益）いずれかに経営のフォーカスを絞る必要が
ある。世界の顧客を相手にする事業においてグローバル トップ５に入らない事業はこれ
から始まる大再編に乗り遅れない戦略を立てることが肝要で、息切れしてからでは「廃業」
においこまれる。金融環境がきわめて緩いこともあり、経営力、技術力が勝っていれば小が
大を呑む M&A も十分にあり得る。一方、技術的にすぐれ、ブランドが確立したオンリー・
ワンの商品やサービスを提供できる事業を持っている会社においては、いたずらに売り上
げ伸ばす戦略を捨て、無駄を削ぎ落すボトム・ライン重視の戦略に転換すべきであろう。 
ノン・コア事業を切り出すことについても、政府系をはじめ民間ベースでもカーブ・アウ

ト・ファンドが育ってきており、「選択」「集中」いずれもがポジティブに受け取られるよう
な基盤が整ってきている。 
 
「新常態」への展開はアジアからはじまる 
 アジア諸国のコロナ・ウィルス感染（死亡）率は米、欧並みのパンデミックに見舞われた
国（インドネシア、フィリピンなど）もあるが、相対的に低いといえよう。米欧など先進国
の消費需要が激減しているにも拘らず、中国、ベトナムの‘２０年第２四半期 GDP はプラ
ス成長を維持したが、アジア圏内の「内需」の力強さが支えになっている。アジア圏内の経
済マトリックスの変化に関してはさらなる分析が必要であるが、このことはポスト、ウィ
ズ・コロナの経済循環の「新常態」にとっては明るい兆しであるということができる。 
また、数日のうちにアメリカの大統領選挙が行われるが、米中貿易摩擦の仕掛人であるト

ランプ氏が再選されなくても、民主党政権は本来保護主義的であり現在の米中関係が改善
されると考えにくい。すでに中国企業は対米依存度を落とす戦略に転換している。 
日本企業の国際戦略も、先進成熟国から急成長するアジアに大きく重点をシフトし、近年

は製造業のみならずサービス産業においてもアジアの内需に向けての事業進出も盛んに行
われ、しかるべき成果を上げてきている。ポストあるいはウィズ・コロナ禍の新しい展開は
アジアからはじまることに異論はあるまい。日本企業は有利な立場にあり、極めて大きなチ
ャンスではあるが、大きな脅威が潜んでいることも忘れてはならない。 

                                     完 
 


